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『産業支援型NPO』 について

のあらましと特徴
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2020/08/08

 そもそもNPO法人とは
 産業支援型NPOとは
 『NPOテクノサポート』の活動紹介

収益の分配（＊1）を目的としない社会貢献（＊2）活動
をする団体

(＊1) 組織の意志決定構成員に対し事業の剰余金を配分しない。
⇒ 収益を目的とする事業を行うこと自体は認められるが、
事業で得た収益は、自組織の運営や、様々な社会貢
献活動に充てなければならない

(＊2) 社会のクラスへのサービスの提供 （NPO法では２０分野）
（クラス：不特定多数で一定の属性をもった人々の集団）

「NPO」とは：「Non-Profit Organization」 または
「Not-for-Profit Organization」の略称
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そもそも 『NPO法人』 とは （1）
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日本では、特定非営利活動促進法に基づき法人格を取得し
た法人を 通称「NPO法人」、法的には「特定非営利活動法
人」と呼ぶ。

⇒ NPO法人格を取得するには知事又は内閣総理大臣
（＊１）の認証を得て登記する。
（＊１ 登記事務所が複数都道府県に亘る場合）

【法人】 法に定められた側面において
自然人と同等の権利・義務を持つ団体
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NPO法人とは（２）

構
成
員
の
種
類

職員
（会員兼務可）

会員
（法に言う「社員」）

外部ボラン
ティア

（随時参加）

事務局員等 役員 一般会員

事務職員
特定専門職

理事長
理事・監事

総会での意思表示

職務
（対価）

サポートス
タッフ
（有給可）

政策ボランティア
（一部有給可）

サービススタッフ
（サービス活動を指
揮）（有償可）

会員指揮下での活
動

（有償可）

活動内容
事務処理
専門業務

政策意思決定 受益者へのサービス活動
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一般的なNPO法人の組織構造

当会では大半を会員が実施現在は会員兼務のみ
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• 活動フィールド：
福祉、社会教育、観光・まちづくり、環境保全、災害救援、
国際協力（ＮＧＯ）など
収益の出ない（慈善的な）社会貢献活動のイメージが強い

一般的なNPO活動の認識

• 活動財源
ボランティアの無償労働、篤志家からの寄付、行政からの
補助金に頼っている

• 永続性
財政や人材的に不安定な傾向
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『産業支援型NPO』 とは （1）

NPOは営利企業を支援し対価を得ることが出来るか？

タイプ フィールド 始まり時期

①
＜慈善型＞

チャリティ活動 当初～

②
<監視・批判型>

政府・企業への直
接行動

60's後半/70's～

③
＜事業型＞

社会サービス、情
報提供、など

80's/90's～

④
＜産業支援型＞

産業支援
（営利事業者も対象）

2003～
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近時のNPOの活動形態は多様化
『産業支援型NPO』 とは（２）
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NPOの活動形態も多様になったが営利企業を支援し対価を得ることが出来るか

2002年（平成１４年）に特定非営利活動促進法（通称ＮＰＯ法）
が大幅に改正され、従来の社会的弱者や“利益の出ない分野”
に加え、下記の活動分野に拡大された

14 情報化社会の発展を図る活動
15 科学技術の振興を図る活動
16 経済活動の活性化を図る活動
17 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動
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この背景としては
① シニア層の雇用機会の創出、
② 「新たな起業家の苗床」の創出
③ プロボノの組織化（現役プロフェッショナルの社会奉仕活動）

④ 小さな政府の補完機能として「民間の柔軟な発想、行動を活かした社会的課
題の解決」

に対する受け皿のニーズが高まってきたことが言われている

『産業支援型NPO』 とは（３）

• 二宮尊徳語録：（真偽は都市伝説かも知れないが・・・。）

『経済なき道徳は戯言であり、道徳なき経済は
犯罪である。』

 寄付文化の希薄な我が国において

 行政の補助金に頼らない社会貢献活動を持続させる

⇒ 社会的弱者の営利事業者を支援し、NPO組織継続に
必要な程度の謝金を得る

これを原資に経済的に自立し、自らも事業者として自
律的に組織の維持を図る。
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自立・自律型のＮＰＯ運営
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NPOテクノサ
ポート

技術をもてあまし
ているＯＢ人材

専門技術者不足
に悩む中小企業

事業者への個別支援に悩む公的機関
（公平・普遍性の立ち位置、専門技術の不足等）
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ＮＰＯテクノサポートの事業スキーム
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市
原
市
役
所

市原商工会議所

企
業

ＮＰＯ
テクノサポート

国、県の助成策
・専門家派遣事業

・助成金交付事業

・産学連携事業

ニーズ探索
／汲み上げ

専門家支援

助成・支援策

コーディネート

支援依嘱

施策
（予算処置）

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ
派遣

情報交流
事業提案

事業委託

市原市における中小企業支援ネットワーク

中
小
企
業
サ
ポ
ー
ト
事
業

産業支援センター
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卒業専攻学科 人数

化学系 24

機械系 6

電気・電子 1

物理／金属・無機材料 1

数理／情報処理 1

法／経／商／文 11

建築土木 1

デザイン／美術 1

合計 46

出身企業業種 人数

化学工業 27

食品・医薬品 4

電気機器工業 1

機械・金属工業 5

情報産業・マスコミ 2

商社・物流 6

建築土木 1

教職・公務員 1

NPOテクノサポートのメンバー属性 （2015年現在）
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NPOテクノサポートの専門分野・支援可能分野
(数字は延人数）

分 野

職 種

専 門 分 野

素
材
化
学・

樹
脂
成
形

製
薬・

生
命
科
学

医
療
（
機
器
含
む）

物

理

物
性
科
学

金
属
加
工・

機
械
装
置

電

気

電

子

情

報

Ｉ

Ｔ

食

品
・
農

林
・

水

産

特

許

国
際
規
格
等

安
全
・
環
境

法
務

経
済
・
経
営・
流
通

建
築
・
土
木

左
以
外

合
計

職
種

営 業
市場開拓

11 1 2 1 1 1 1 5 23

人 事
労 務
法 務

3 1 1 1 6

経 理
経営企画

4 1 2 1 1 2 2 1 14

研 究
技術開発

15 1 3 5 2 2 1 6 1 1 37

生産技術／
サイト管理

17 1 5 3 3 5 5 3 42

行政・業種
連携

3 1 1 1 6

その他

合計 53 3 3 8 13 3 6 7 13 6 1 11 1
12
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H28

H29

H30

R1

活動分野の推移

講
演
・
講
座

補
助
金
申
請

経
営
指
導

固
有
技
術

生
産
技
術

販
路
開
拓

 専門的固有技術の案件が減少し総体的な事業支援と教育研修活動が
増加傾向にある

 生産技術支援の増加は経産省関連の省エネ事業受託が主要因である

NPOテクノサポートの活動分野の傾向

支援延べ回数内訳（H29年度）

講演・研

修講座, 
111

補助金等

申請, 54

経営・ﾏﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ, 25

専門・固

有技術, 
22

生産技

術, 10
販路開

拓, 5
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